
新宿区民間提案制度について

新宿区総合政策部行政管理課
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内容

■新宿区における公民連携の考え方

□新宿区民間提案制度の概要

□令和４年度新宿区民間提案制度の実績
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「新宿区公民連携の推進に向けた基本的な方針」
策定の背景
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区では民間提案制度の導入により、公民連携の定義や種
類、推進に向けた基本的な考え方を整理し、事業の適正な
執行を確保する必要があることから、これらをまとめた「新宿
区公民連携の推進に向けた基本的な方針」を策定し公民連
携を推進しています。
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方針の位置づけ
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公民連携の定義と種類

【公民連携の定義】
「質の高い公共サービスの提供と持続可能な地域運営を図るため、行政と民
間が役割分担の下、それぞれの強みをいかして連携すること」

【公民連携の4分類】
分類 公共サービス型 公共資産活用型 規制・誘導型 地域連携型

対象となる
サービス

公共サービス 民間サービス 民間サービス 民間サービス

事業・活動が
行われる空間

原則として公有地・公有
建物

原則として公有地・公有
建物

原則として民有地・民有
建物

原則として民有地・民有
建物

主な手法 ・PFI
・コンセッション方式
・Park－PFI
・指定管理者制度
・包括的民間委託
・自治体業務包括委託
・ソーシャルインパク
トボンド（SIB）

・ネーミングライツ
・広告掲載
・公的不動産の有効
活用

・企業誘致、観光振興、
地場産業振興
・エリアマネジメン
ト
・シェアリングエコ
ノミー
・バウチャー制度

・地域福祉の向上につ
ながる活動

・地域コミュニティの活
性化につながる活動

・地域経済の活性化に
つながる活動

・地域の課題解決に向
けた活動
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公民連携の基本的な考え方

①区民サービスの向上
民間事業者等の専門性や技術等を活用し、区民サービスの維持向上につ
なげること。

②業務効率化と経費削減
業務の効率化や経費の削減等につなげること。

③公平性・透明性の確保
公民連携の導入手続きの各段階において、公平性、透明性を確保すること。

④役割分担及び責任の明確化
契約などによりお互いの役割や責任について合意し、明確化することで適
切な役割分担を図ること。



内容

□新宿区における公民連携の考え方

■新宿区民間提案制度の概要

□令和４年度新宿区民間提案制度の実績
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内容

□新宿区における公民連携の考え方

□新宿区民間提案制度の概要

■令和４年度新宿区民間提案制度の実績
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令和４年度民間提案制度の実績
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■募集から評価までの経過
令和4年5月25日～6月24日 事業提案の募集
令和4年8月9日 一次評価（書類評価）
令和4年8月25日、26日 二次評価（プレゼンテーション）

■事業提案の件数

採用提案：４件

不採用提案：９件

決定を保留した提案：１件



採用提案（４件）
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№ 提案名 提案者 提案概要

1 10特別出張所広告付き番号案内機器
設置保守事業

表示灯株式会社東
京支社

10か所の特別出張所窓口に本庁舎1階（戸籍住民課）、4階（医療保険年
金課）、6階（税務課）に設置している機器と同一の番号案内機器と広告モニ
ターを設置する。
広告収入により機器の設置・モニター監視・保守、備品の費用をまかなうこ
とで、区の費用負担は発生しない。

2 施設型給付費・運営費等の給付事業
のBPR事業

株式会社
ガバメイツ

保育指導課における私立保育園、子ども園向けの補助金の給付事務につ
いて、これまでメールや電話により提出書類の確認等を行っていたところに
共有ストレージやコミュニケーションツールなどのICTツールを活用した業務
改善を円滑に行うための支援を行う。

3 新宿区部活動における民間委託のご
提案

リーフラス
株式会社

部活動を業務委託により実施し、システムによる、指導者の管理効率化や、
生徒情報等の一元管理などの効率的な運用を行う。また、統括責任者により
指導巡回・保護者対応など行う。
大手民間保険会社との提携による保険など危機管理体制も充実させる。

4 区内中学校の部活動運営受託事業
株式会社東急スポー

ツオアシス

部活動を業務委託により実施し、提案者施設を利用した研修による指導法
や安全面の知識向上させる。また、部活動運営と大会引率などによる教職
員への負担軽減を図る。
民間の教育研究所の教育メソッドにより、部活動に対する生徒の自主性・
自発性を実現させる。

※部活動に関する事業提案(№３，４)については、一つの事業として事業実施に向けた調整を行う。



不採用提案（9件）
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№ 提案名

1 未利用の土地や屋根を活用した再生可能エネルギー発電所の設置事業

2 インターネットを利用した物品購買事務効率化システムの提案

3 コミュニティサービス、マッチングサービスの提供による区民がつながる新宿区の実現

4 広告入り窓口封筒の無償提供事業

5 新宿区はつらつシニア活躍応援塾事業

6 高齢者デジタルデバイド解消事業

7 在宅療養時の「その人に合った排せつ法」の具体化

8 部活動支援事業

9 地域資料（『落合町史』等）デジタルアーカイブ構築事業



決定を保留した提案（１件）
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№ 提案名 理由

1 公共施設LED化によるESCO事業※ LED化については、様々な手法がある中で、提案された方法が最も効果的である
かを確認する必要があるため。

※ESCO事業：事業者が省エネルギー診断、設計・施工等のサービスを一体的に提供し、改修にかかる経費を光熱水費の
削減分で賄う事業である。
また、省エネルギー効果の保証も契約に含まれ、想定したエネルギー削減効果に満たない場合は事業者がその分を

補填する。



最後に
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どの部署に相談すれば
いいか分からない

企画提案について、区の意
見を聞きたい

区が類似した事業に取り組
んでいないか知りたい施設の見学をしたい

検討段階での相談（事前協議）は通年で受け付けています。

まずは新宿区民間提案制度相談窓口（行政管理課）にご相談
ください。


